＜全人連会長回答＞

　ただいまの皆様からの要請につきましては、確かに承りました。

　早速、役員県を通じて、全国の人事委員会にお伝えいたします。

　なお、先週、事務局でお預かりした「夏季一時金の特別調査」に関する要請書につきましては、既に、全国の人事委員会にお伝えしております。

　さて、最近の経済情勢や春季労使交渉を巡る状況ですが、去る3月16日に発表された月例経済報告において、政府は、景気の基調判断を「急速な悪化が続いており、厳しい状況にある」とし、「景気の先行きについても、当面、悪化が続くとみられ、急速な減産の動きなどが雇用の大幅な調整につながることが懸念される。加えて、世界的な金融危機の深刻化や世界景気の一層の下振れ懸念、株式市場の変動の影響など、景気をさらに下押しするリスクが存在することに留意する必要がある」と、引き続き、厳しい見方を示しております。

　本年3月の春季労使交渉では、大手企業から、「賃上げの見送り」、「一時金の減額」とする回答が相次いでおり、製造業では、定期昇給の凍結に踏み切る企業も出ています。このような厳しい状況が、今後の中小企業の回答にも影響を与えるものと、本年の春季労使交渉の結果に注目しております。

　人事院は、去る4月6日、民間の一時金の支給状況を緊急に把握する必要があるとして、「民間企業における夏季一時金に関する特別調査」を実施すると発表し、現在、全国の企業から抽出した約2,700社に対して、4月24日までの間、郵送により調査を実施しているところです。

　過去におきましても、人事院は、民間企業における賃金や一時金が記録的な伸びを示した昭和49年に、今回と同様、特別調査を行った上で、当時の経済状況を考慮して、「期末手当の支給の特例に関する勧告」を行ったことがあります。

　このような中、各人事委員会におきましては、人事院の調査結果やその後の動向を注視しながら、それぞれの団体における対応について検討を進めているところです。

　また、本年も、各人事委員会は、５月初旬から、民間給与実態調査を人事院と共同で実施していくことを予定しており、民間の賃金水準の適切な把握に努めてまいります。

　要請をいただいた個々の内容は、各人事委員会において、その調査結果や各自治体の実情等を踏まえながら、本年の勧告に向けて検討をしていくことになるものと思います。

　公務員の給与を取り巻く環境は、これまで以上に厳しさを増しておりますが、私ども人事委員会は、本年も中立かつ公正な第三者機関として、その使命を果たしてまいります。

　全人連といたしましても、人事院や各人事委員会との意見交換に、十分努めてまいりたいと考えております。
